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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期

会計期間

自平成30年
２月１日

至平成30年
７月31日

自平成31年
２月１日

至令和元年
７月31日

自令和２年
２月１日

至令和２年
７月31日

自平成30年
２月１日

至平成31年
１月31日

自平成31年
２月１日

至令和２年
１月31日

売上高 （千円） 121,467 127,253 109,550 241,159 259,075

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） 7,380 9,956 △9,264 11,608 10,317

中間（当期）純利益又は中

間純損失（△）
（千円） 6,854 9,307 △6,659 10,503 13,316

持分法を適用した場合の投

資利益
（千円） - - - - -

資本金 （千円） 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000

発行済株式総数 （株） 44,440 44,440 44,440 44,440 44,440

純資産額 （千円） 1,806,568 1,819,524 1,816,873 1,810,216 1,823,533

総資産額 （千円） 1,833,439 1,849,449 1,850,887 1,823,452 1,839,679

１株当たり純資産額 （円） 40,651.85 40,943.39 40,883.75 40,733.96 41,033.61

１株当たり中間（当期）純

利益金額又は１株当たり中

間純損失金額（△）

（円） 154.25 209.43 △149.86 236.35 299.66

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） - - - - -

１株当たり配当額 （円） - - - - -

自己資本比率 （％） 98.5 98.4 98.2 99.3 99.1

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 26,234 26,136 13,398 33,682 36,323

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △7,892 △6,276 △14,550 △21,327 △17,937

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △2,080 - - △3,813 -

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高
（千円） 61,577 73,716 71,090 53,855 72,242

従業員数
（人）

23 19 19 20 19

［外、平均臨時雇用者数］ [3] [3] [3] [3] [3]

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」につ

いては、記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、第46期中、第47期中は潜在株式が存在しないため、

第48期中は１株当たり中間純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第46期、第47期

の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．売上高は消費税等抜きで表示しております。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が経営する事業の内容について重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　関係会社に該当する会社はありません。

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

令和２年７月31日現在
 

従業員数（人） 19(3)

　（注）１.従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

　　　　２.当社は、ゴルフ場の経営及びこれに付帯する事業を営む、単一セグメントであるため、従業員数はセグメン

ト情報に関連付けて記載しておりません。

(2）労働組合の状況

　当社には労働組合はありません。なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　（1）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

 当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等若しくは経営上の目標の達成状況を判

断するための客観的な指標等に重要な変更はありません。

また、新たに定めた経営方針・経営戦略等若しくは指標等はありません。

 

　（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に新たに発生した事項は次のとおり

であります。

　新型コロナウイルスによる感染症の拡大により、経済活動及び社会生活の混乱が続いており、当社におい

ても、入場者数及び売上高が減少する影響が出ております。

　厚生労働省の新型コロナウイルス感染症の予防マニュアルを基本対応策として、お客様と従業員の健康と

安全を守るために出来ることを最大限に配慮して営業を継続しております。

　業績への影響の規模を予測することは困難な状況でありますが、お客様の安全と雇用の継続を最優先にし

ながら更なる経費削減で運営できる体制づくりに努めてまいります。

２【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

１ 経営成績等の状況の概要

(1)財政状態及び経営成績の状況

　当中間会計期間（第48期中）における我が国経済は、新型コロナウイルスによる感染症の拡大により、４月16日

には全国に緊急事態宣言が発令されるに至り、東京オリンピックなどの大イベントが延期になるなど、国内外で人

の移動が制限され、５月25日に宣言解除されたものの、多くの業種において業績は悪化いたしました。

　ゴルフ業界におきましても、営業自粛要請業種には指定されませんでしたが、外出控えが浸透し、入場者の減少

が顕著に表れております。

　このような諸情勢の中、弊社におきましては、感染拡大を防ぐため、お客様の入場制限等３密を避ける自主的な

対策を実施し、安全に最重点を置き、かつ集客減少を出来るだけカバーする対策を講じました。

　この結果、当中間会計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

ａ．財政状態

　当中間会計期間の資産合計は、前事業年度末に比べ11,207千円増加し、1,850,887千円となりました。

　当中間会計期間の負債合計は、前事業年度末に比べ17,867千円増加し、34,013千円となりました。

　当中間会計期間の純資産合計は、前事業年度末に比べ6,659千円減少し、1,816,873千円となりました。

ｂ．経営成績

　当中間会計期間の経営成績は、来場者数18,343人、営業収入109,550千円（消費税等抜）で、前中間会計期間に

比べ、それぞれ1,020人減（5.3%減）、17,702千円減(13.9%減)との結果となり、経常損益では経常損失9,264千円

(前年同期は経常利益9,956千円)、中間純損益では、中間純損失6,659千円(前年同期は中間純利益9,307千円)とな

りました。

 

(2)キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間のキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フロー13,398千円(前年同期は26,136千

円、対前中間期比48.7%減）、投資活動によるキャッシュ・フロー△14,550千円(前年同期は△6,276千円)、財務活

動によるキャッシュ・フローはありませんでした（前年同期もなし）。その結果、現金及び現金同等物の中間期末

残高は、71,090千円(前年同期は73,716千円、対前中間期比3.6%減)となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間の営業活動の結果増加した資金は13,398千円（前年同期は26,136千円の増加）となりました。こ

れは税引前中間純損失9,294千円及び減価償却費13,582千円等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間の投資活動の結果減少した資金は14,550千円（前年同期は6,276千円の減少）となりました。こ

れは有形固定資産の取得による支出14,550千円による減少であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間の財務活動の結果、資金の増減はありません（前年同期もなし）。
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２ 生産、受注及び販売の実績

営業収入の実績

科目 金額（千円） 前年同期比（％）

料金収入 61,811 86.3

食堂等収入 30,417 78.4

会費収入 9,855 102.0

その他収入 7,466 103.4

合計 109,550 86.1

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

来場者の実績

区分 来場者数 前年同期比（％）

会員（人） 4,638 95.4

ビジター（人） 13,705 94.5

合計（人） 18,343 94.7

営業日数（日） 171 99.4

１日平均（人） 107.3 95.3
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３ 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

（1） 重要な会計方針および見積り

　当社の中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しております。

　会計基準につきましては、「第５[経理の状況]１中間財務諸表等（１）中間財務諸表　重要な会計方針」に

記載のとおりであります。

 

 (2)　当中間会計期間末の財政状態の分析

　当社の当中間会計期間末における自己資本比率は98.2%で、当中間会計期間末の総資産は、前事業年度末に

比べ11,207千円増加し、1,850,887千円（前事業年度比0.6%増）となっております。中間貸借対照表の主要項

目ごとの主な増減要因は次のとおりであります。

 

　　（流動資産）

　流動資産は、前事業年度末に比べ7,145千円増加し、164,575千円（前事業年度比4.5%増）となりました。こ

れは主に売掛金の増加5,915千円によるものであります。

　　（固定資産）

　固定資産は、前事業年度末に比べ4,061千円増加し、1,686,311千円(前事業年度比0.2%増）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による増加14,550千円に対し、減価償却による減少13,582千円によるもので

あります。

　　（負債）

　負債は、前事業年度末に比べ17,867千円増加し、34,013千円（前事業年度比110.7%増）となりました。これ

は主に、年会費の２分の１（仮受金9,443千円）の計上と買掛金の増加4,847千円によるものであります。

　　 (純資産）

　純資産は、前事業年度末に比べ6,659千円減少し、1,816,873千円（前事業年度比0.4%減）となりました。こ

れは、中間純損失が6,659千円計上されたことによるものであります。

 

 (3)　当中間会計期間の経営成績の分析

　当中間会計期間における経営成績の概況につきましては、「１経営成績等の状況の概要 (1) 財政状態及び

経営成績の状況」に記載のとおりであります。中間損益計算書の主要項目ごとの前中間会計期間との主な増減

要因は、次のとおりであります。

 

　　（売上高）

　入場者数は前中間会計期間に比べ1,020人減少し、18,343人（前年同期比5.3%減）で、売上高は、前中間

会計期間に比べ17,702千円減少し、109,550千円（前年同期比13.9%減）となりました。

　　（営業損失）

　前中間会計期間に比べ売上高は17,702千円減少となり、売上原価は1,918千円減少いたしました。その結

果、営業損失10,504千円（前年同期は営業利益8,392千円）となりました。

　　（経常損失及び中間純損失）

　営業損失が10,504千円発生したことにより、経常損失9,264千円（前年同期は経常利益9,956千円）とな

り、中間純損失6,659千円（前年同期は中間純利益9,307千円）となりました。

　　 (4)　当中間会計期間のキャッシュ・フローの状況の分析

　キャッシュ・フローの状況につきましては、「１経営成績等の状況の概要 (2) キャッシュ・フローの状

況」に記載のとおりであります。

 

 (5)　資本の財源及び資金の流動性

資金需要

　当社の事業活動における運転資金需要の主なものは、ゴルフ場業に関わるコース維持費、プレー費、食堂・

売店費と販売費及び一般管理費があります。また、設備資金需要としてはコース維持の諸設備投資とクラブハ

ウス維持の器具備品投資等があります。

財政政策

　当社の事業活動の維持拡大に必要な資金は、すべて内部資金の活用で賄っています。金融機関からの借入等

の有利子負債の発生を極力抑えることにより、財務体質の強化を図っています。
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４【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、新たに決定又は締結した経営上の重要な契約等はありません。

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

（１）前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは次のとおりであります。

 

設備の内容

投資金額

資金調達方法

着手及び完了年月

総額
(千円)

既支払額
(千円)

着手 完了

コース管理機械設備 12,000 12,000 自己資金 令和２年４月 令和２年４月

 

（２）前事業年度末に計画していた設備計画のうち、「屋根カバールーフ工事」については、着手及び完了予定年月

を下記の通り変更しております。

 

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

総額
(千円)

既支払額
(千円)

着手 完了

屋根カバールーフ工事 22,200 - 自己資金 令和２年９月 令和２年10月

 

（３）当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,400

計 50,400

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（令和２年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（令和２年10月23日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 44,440 44,440 （非上場）

当社は単元株制

度を採用してお

りません。

計 44,440 44,440 － －

　　（注）当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を受ける必要があります。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数(株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額(千円)

資本準備金残
高（千円）

令和２年２月１日～

令和２年７月31日
－ 44,440 － 80,000 － 1,691,537

 

（５）【大株主の状況】

  令和２年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

尾道造船株式会社 兵庫県神戸市中央区江戸町104番地 17,400 39.2

株式会社ナカタ・マックコー

ポレーション
広島県尾道市潮見町６番11号 2,249 5.1

長崎船舶装備株式会社 長崎県長崎市琴平町１番５号 990 2.2

あおみ建設株式会社 東京都港区海岸三丁目18番21号 300 0.7

丸善製薬株式会社 広島県尾道市向東町14703番地の10 169 0.4

日工株式会社 広島県尾道市東尾道９番１号 139 0.3

朝日産業株式会社 広島県尾道市山波町1005番地 115 0.3

株式会社今井製作所 愛媛県越智郡岩城村24－６ 105 0.2

山陽工業株式会社 広島県尾道市高須町904 93 0.2
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株式会社田頭工作所 広島県尾道市因島中庄町4951-2　 92 0.2

計 － 21,652 48.7

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和２年７月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式44,440 44,440 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 44,440 － －

総株主の議決権 － 44,440 －

 

②【自己株式等】

令和２年７月31日現在
 

所有者の氏名又は

名称
所有者の住所

自己名義所有株式

数（株）

他人名義所有株式

数（株）

所有株式数の合計

（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

　    － 　    － - - - -

計 － - - - -

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日以降、当半期報告書の提出日までに役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（令和２年２月１日から令和２年７月

31日まで）の中間財務諸表について、公認会計士　新木武馬氏の中間監査を受けております。

３．中間連結財務諸表について

　当社では、子会社が存在しないため、中間連結財務諸表は作成していません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和２年１月31日)
当中間会計期間

(令和２年７月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 152,329 151,176

売掛金 2,356 8,271

たな卸資産 2,056 3,919

その他 688 1,208

流動資産合計 157,430 164,575

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※１,※２ 227,979 ※１,※２ 222,660

コース 941,144 941,144

土地 453,418 453,418

その他（純額） ※１,※２ 53,226 ※１,※２ 59,755

有形固定資産合計 1,675,768 1,676,978

無形固定資産 2,839 2,592

投資その他の資産 3,641 6,741

固定資産合計 1,682,249 1,686,311

資産合計 1,839,679 1,850,887

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,185 9,032

未払法人税等 977 488

賞与引当金 2,599 1,818

その他 8,384 ※３ 22,673

流動負債合計 16,146 34,013

負債合計 16,146 34,013

純資産の部   

株主資本   

資本金 80,000 80,000

資本剰余金   

資本準備金 1,691,537 1,691,537

資本剰余金合計 1,691,537 1,691,537

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 30,000 30,000

繰越利益剰余金 21,996 15,336

利益剰余金合計 51,996 45,336

株主資本合計 1,823,533 1,816,873

純資産合計 1,823,533 1,816,873

負債純資産合計 1,839,679 1,850,887
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②【中間損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　平成31年２月１日
　至　令和元年７月31日)

当中間会計期間
(自　令和２年２月１日
　至　令和２年７月31日)

売上高 127,253 109,550

売上原価 71,354 69,435

売上総利益 55,899 40,115

販売費及び一般管理費 47,506 50,619

営業利益又は営業損失（△） 8,392 △10,504

営業外収益 1,564 1,239

経常利益又は経常損失（△） 9,956 △9,264

特別損失 161 29

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） 9,795 △9,294

法人税、住民税及び事業税 488 488

法人税等調整額 - △3,122

法人税等 488 △2,634

中間純利益又は中間純損失（△） 9,307 △6,659
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自平成31年２月１日　至令和元年７月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 80,000 1,691,537 1,691,537 15,000 23,679 38,679 1,810,216

当中間期変動額        

別途積立金の積立    15,000 △15,000 - -

中間純利益     9,307 9,307 9,307

当中間期変動額合計 - - - 15,000 △5,692 9,307 9,307

当中間期末残高 80,000 1,691,537 1,691,537 30,000 17,986 47,986 1,819,524

 

  

 純資産合計

当期首残高 1,810,216

当中間期変動額  

別途積立金の積立 -

中間純利益 9,307

当中間期変動額合計 9,307

当中間期末残高 1,819,524
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当中間会計期間（自令和２年２月１日　至令和２年７月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 80,000 1,691,537 1,691,537 30,000 21,996 51,996 1,823,533

当中間期変動額        

中間純損失（△）     △6,659 △6,659 △6,659

当中間期変動額合計 - - - - △6,659 △6,659 △6,659

当中間期末残高 80,000 1,691,537 1,691,537 30,000 15,336 45,336 1,816,873

 

  

 純資産合計

当期首残高 1,823,533

当中間期変動額  

中間純損失（△） △6,659

当中間期変動額合計 △6,659

当中間期末残高 1,816,873

 

EDINET提出書類

備後観光開発株式会社(E04672)

半期報告書

15/27



④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　平成31年２月１日
　至　令和元年７月31日)

当中間会計期間
(自　令和２年２月１日
　至　令和２年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） 9,795 △9,294

減価償却費 8,794 13,582

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,543 △781

有形固定資産除却損 161 29

受取利息及び受取配当金 △0 △0

売上債権の増減額（△は増加） △8,244 △6,425

たな卸資産の増減額（△は増加） △602 △1,863

仕入債務の増減額（△は減少） 8,157 4,847

その他 11,596 14,280

小計 27,113 14,375

利息及び配当金の受取額 0 0

法人税等の支払額 △977 △977

営業活動によるキャッシュ・フロー 26,136 13,398

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △6,276 △14,550

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,276 △14,550

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 19,860 △1,152

現金及び現金同等物の期首残高 53,855 72,242

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 73,716 ※ 71,090
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１　資産の評価基準及び評価方法

　　たな卸資産

　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切り下げの方法）

２　固定資産の減価償却の方法

　(1)有形固定資産(リース資産を除く）

　　　　　①　平成19年３月31日以前に取得したものは旧定額法によっております。

　　　　　②　平成19年４月１日以降に取得したものは定額法によっております。

　　　　　　　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　　　　　　　建物、構築物　　　　10年～50年

　　　　　　　機械、車両、備品　　５年～10年

　(2)無形固定資産(リース資産を除く)

　　　　　　定額法を採用しております。

　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　(3)リース資産

　           リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３　引当金の計上基準

　(1)貸倒引当金

　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念等特定債権につ

　　　　　　いては個別に回収不能見込額を計上することとしておりますが、当中間会計期間前３事業年度で貸倒損

　　　　　　失が無く、貸倒懸念債権も見当らないので、計上額は０円です。

　(2)賞与引当金

　　　　　　従業員の賞与支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当中間会計期間負担額を計上しております。

４　中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　　　　　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

　　　　　　　クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

５　退職給付制度

　　　　　　　退職給付制度として、特定退職金共済契約（拠出後に追加的負担を生じない外部拠出型の退職金給付を

　　　　　　　内容とする契約）を締結して、従業員の退職金に備えています。

６　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　　　　　　消費税等の会計処理方法

　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

（中間貸借対照表関係）

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産

 
前事業年度

（令和２年１月31日）
当中間会計期間

（令和２年７月31日）

　 913,187千円 925,120千円

 

※２圧縮記帳

国庫補助金等の受入れにより取得価額から控除している圧縮記帳額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（令和２年１月31日）
当中間会計期間

（令和２年７月31日）

建物 3,883千円 3,883千円

その他 4,127 4,127

 

 

※３　消費税等

　当中間会計期間中の受入合計額から支払合計額及び中間納付額を差引いた差額を未払消費税等として、

流動負債の「その他」に含めて表示しております。
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（中間損益計算書関係）

　減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自　平成31年２月１日
至　令和元年７月31日）

当中間会計期間
（自　令和２年２月１日
至　令和２年７月31日）

有形固定資産

無形固定資産

8,771千円

-

13,311千円

247

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自平成31年２月１日　至令和元年７月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 44,440 - - 44,440

合計 44,440 - - 44,440

自己株式     

普通株式 - - - -

合計 - - - -

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

(2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの

　該当事項はありません。
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当中間会計期間（自令和２年２月１日　至令和２年７月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 44,440 - - 44,440

合計 44,440 - - 44,440

自己株式     

普通株式 - - - -

合計 - - - -

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

(2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの

　該当事項はありません。

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間会計期間

（自　平成31年２月１日
至　令和元年７月31日）

当中間会計期間
（自　令和２年２月１日
至　令和２年７月31日）

現金及び預金勘定 153,787千円 151,176千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △80,071 △80,086

現金及び現金同等物 73,716 71,090
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（リース取引関係）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　リース取引はありません。

 

 

（金融商品関係）

前事業年度（令和２年１月31日）

　　　金融商品の時価等に関する事項

　　令和２年１月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

　す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりません。

 

 
貸借対照表計上額

(千円)
　時価(千円) 　　差額(千円)

　(1)現金及び預金

　(2)売掛金

　(3)未収入金　　　(＊)

152,329

2,356

637

152,329

2,356

637

-

-

-

資産計 155,322 155,322 -

　(1)買掛金

　(2)未払金　　　　(＊)

　(3)未払費用　　　(＊)

　(4)未払消費税等　(＊)

　(5)未払法人税等

　(6)預り金　　　　(＊)

4,185

1,910

2,231

3,300

977

941

4,185

1,910

2,231

3,300

977

941

-

-

-

-

-

-

　負債計 13,546 13,546 -

　　　(＊)　未収入金は、流動資産の「その他」に、未払金・未払費用・未払消費税等及び預り金は、流動

　　　負債の「その他」に含まれております。
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当中間会計期間（令和２年７月31日）

　　　金融商品の時価等に関する事項

　　令和２年７月31日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

　ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりません。

 

 中間貸借対照表計上額（千円） 　時価（千円） 　差額（千円）

　(1)現金及び預金

　(2)売掛金

　(3)未収入金　　　(＊)

151,176

8,271

1,147

151,176

8,271

1,147

-

-

-

資産計 160,596 160,596 -

　(1)買掛金

　(2)未払金　　　　(＊)

　(3)未払費用　　　(＊)

　(4)未払消費税等　(＊)

　(5)未払法人税等

　(6)預り金　　　　(＊)

9,032

6,930

2,536

1,660

488

2,103

9,032

6,930

2,536

1,660

488

2,103

-

-

-

-

-

-

　負債計 22,751 22,751 -

　　　(＊)　未収入金は、流動資産の「その他」に、未払金・未払費用・未払消費税等及び預り金は、流動

　　　負債の「その他」に含まれております。

（注１）　金融商品の時価の算定方法

　　　　資産

　　　　（１）現金及び預金　　　（２）売掛金　　　（３）未収入金

　　　　　　これらは短期間で決済されるものであるため、帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

　　　　　額によっています。

　　　　負債

　　　　（１）買掛金（２）未払金（３）未払費用（４）未払消費税等（５）未払法人税等（６）預り金

　　　　　　これらは短期間で決済されるものであるため、帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

　　　　　額によっています。

 (注２）　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分
前事業年度

（令和２年１月31日）
当中間会計期間

（令和２年７月31日）

出資金 5 5

　出資金については市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を

把握することが極めて困難と認められるものであるため、上表に含めておりません。

 

 (注３）　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格のない場合には合理的に算定され

　　　　た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

　　　　堤条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

 

（有価証券関係）

　　　　　　該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

　　　　　　該当事項はありません。

　　     （注）当社はデリバティブ取引は、行っておりません。

（ストック・オプション等関係）

　　　　　　該当事項はありません。
 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

備後観光開発株式会社(E04672)

半期報告書

21/27



（企業結合等関係）

　　　　　 該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　　　　　　該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

　　　　　　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自平成31年２月１日　至令和元年７月31日）

当社は、ゴルフ事業及びこれに付帯する業務の単一セグメントであるため、記載しておりません。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自令和２年２月１日　至令和２年７月31日）

当社は、ゴルフ事業及びこれに付帯する業務の単一セグメントであるため、記載しておりません。

 

【関連情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自平成31年２月１日　至令和元年７月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

                                                                          　(単位：千円)

 　プレー費 　食堂 　その他 　合計

　外部顧客への売上高 71,585 38,778 16,889 127,253

 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　中間損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高のため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　中間貸借対照表の有形固定資産は、すべて本邦に所在している有形固定資産のため、記載を省略して

おります。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％を占める相手先がいないため、記載を省略

しております。
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Ⅱ　当中間会計期間（自令和２年２月１日　至令和２年７月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

                                                                          　(単位：千円)

 　プレー費 　食堂 　その他 　合計

　外部顧客への売上高 61,811 30,417 17,321 109,550

 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　中間損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高のため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　中間貸借対照表の有形固定資産は、すべて本邦に所在している有形固定資産のため、記載を省略して

おります。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％を占める相手先がいないため、記載を省略

しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間会計期間（自平成31年２月１日　至令和元年７月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自令和２年２月１日　至令和２年７月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間会計期間（自平成31年２月１日　至令和元年７月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自令和２年２月１日　至令和２年７月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間会計期間（自平成31年２月１日　至令和元年７月31日）

　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自令和２年２月１日　至令和２年７月31日）

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

備後観光開発株式会社(E04672)

半期報告書

23/27



（１株当たり情報）

 
前中間会計期間

（自　平成31年２月１日
至　令和元年７月31日）

当中間会計期間
（自　令和２年２月１日
至　令和２年７月31日）

１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間純損

失金額（△）
209円43銭 △149円86銭

（算定上の基礎）   

中間純利益金額又は中間純損失金額（△）

（千円）
9,307 △6,659

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る中間純利益金額又は中間純損失

金額（△）（千円）
9,307 △6,659

普通株式の期中平均株式数（株） 44,440 44,440

　（注）前中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。また、当中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失であ

り、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

 
前事業年度

（令和２年１月31日）
当中間会計期間

（令和２年７月31日）

１株当たり純資産額 41,033円61銭 40,883円75銭

（算定上の基礎）   

純資産の部の合計額（千円） 1,823,533 1,816,873

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） - -

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（千円）
1,823,533 1,816,873

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（株）
44,440 44,440

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日より、半期報告書提出日までの間において、提出した書類は以下のとおりであります。

　 有価証券報告書　　　　　　事業年度　　　自　平成31年２月１日　　　　令和２年４月24日

　 及びその添付書類　　　　　(第47期）　　 至　令和２年１月31日　　　　中国財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 

 

  令和２年10月23日

備後観光開発株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 新木武馬公認会計士事務所

 

   公認会計士 新木　武馬　　印

     

 

　私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

備後観光開発株式会社の令和２年２月１日から令和３年１月31日までの第48期事業年度の中間会計期間（令和２年２月１

日から令和２年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　私の責任は、私が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。私

は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がな

いかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求

めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一

部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、私の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な

虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用

される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な中間監査に係る監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連

する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ

れた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　私は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

備後観光開発株式会社の令和２年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（令和２年２月１日

から令和２年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

 

利害関係

　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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